
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター（法人番号6012705001563）法人の役職員の
報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

別 添

当法人の業績年棒においては、前年度の厚生労働省大臣の業績評価を踏まえ、
業績評価の額に100分の80以上100分の120以内の範囲内で理事長が定める割合
を乗じて得た額を含ませている。

役員報酬支給基準は、月額及び業績手当から構成されている。
月額については、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター
役員報酬規程（以下「役員報酬規程」という。）に則り、月例給に地域手
当を加算して算出している。また、その者の実情に応じた通勤手当(通勤
の実態に応じた実費相当額）及び単身赴任手当(単身赴任の実態に応
じた定額）を支給しているが、月例給については、令和7年１月１日を改
定日とし改正を行い、月額968,000円から977,200円へと引き上げ、これ
に伴い地域手当も154,880円から156,352円に増額となった。

業績手当については、役員報酬規程に則り、業績年俸額（業績年俸
額＋地域手当＋前年度の業績年俸の額に前年度の業績年俸の額に前
年度の厚生労働大臣の業績評価を踏まえ、業績評価の額に100分の80
以上100分の120以内の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額）
に6月に支給する場合においては100分の50、12月に支給する場合にお
いては100分の50を乗じ、更に基準日以前6箇月以内の期間におけるそ
のものの在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

国立精神・神経医療研究センターは、精神疾患、神経疾患、筋疾患、及び知的
障害その他の発達の障害（以下「精神・神経疾患等」という。）に係る医療並びに精
神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する
医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、精神・神経疾
患等に関する高度かつ専門的な医療医療及び精神保健の向上を図り、もって公衆
衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人である。

役員報酬水準を検討するにあたっては、研究開発と医療提供を主要な業務とす
る他のＮＣ法人を参考にした。
・国立国際医療研究センターは、同じ国立研究開発法人として研究開発と医療提
供を実施している。公表資料によれば、令和5年度の長の年間報酬額は、21,221千
円であり、理事（常勤）については、18,306千円、18,549円である。
・国立成育医療研究センターは、同じ国立研究開発法人として研究開発と医療提
供を実施している。公表資料によれば、令和5年度の長の年収報酬額は、22，192
千円であり、理事（常勤）については、17,913千円である。



理事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

勤務１日あたりの報酬を60,000円とし、勤務日数に単価を乗じた金額
としており、前年度からの改定はない。

勤務１日あたりの報酬を60,000円とし、勤務日数に単価を乗じた金額
としており、前年度からの改定はない。

役員報酬支給基準は、月額及び業績手当から構成されている。
月額については、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究セン
ター役員報酬規程（以下「役員報酬規程」という。）に則り、月例給に地
域手当を加算して算出している。また、その者の実情に応じた通勤手
当(通勤の実態に応じた実費相当額）及び単身赴任手当(単身赴任の
実態に応じた定額）を支給しているが、月例給については、令和7年１
月１日を改定日とし改正を行い、月額898,000円から906,300円へと引
き上げ、これに伴い地域手当も143,680円から145,008円に引き上がっ
た。

業績手当については、役員報酬規程に則り、業績年俸額（業績年俸
額＋地域手当＋前年度の業績年俸の額に前年度の業績年俸の額に
前年度の厚生労働大臣の業績評価を踏まえ、業績評価の額に100分
の80以上100分の120以内の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得
た額）に6月に支給する場合においては100分の50、12月に支給する
場合においては100分の50を乗じ、更に基準日以前6箇月以内の期間
におけるそのものの在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,633 11,644 5,006
1,863

120
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

6,961 5,010 1,857 94
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

600 600
（　　　　）

R5.7.1

千円 千円 千円 千円

540 540
（　　　　）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

600 600
（　　　　）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

（　　　　）
千円 千円 千円 千円

720 720
（　　　　）

R3.7.1

千円 千円 千円 千円

2,100 2,100
（　　　　）

R6.1.1

千円 千円 千円 千円

（　　　　）
注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

A監事
（非常勤）

前職

C理事
（非常勤）

E理事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

法人の長

A理事

B理事
（非常勤）

D理事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

国立精神・神経医療研究センターは、精神・神経疾患等に係る医療
並びに精神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業
務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国
の医療政策として、精神・神経疾患等に関する高度かつ専門的な医療
及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与
することを目的として設立された法人である。

当法人の理事長は、我が国の精神・神経疾患等に係る研究、医療水
準の向上を目指して、病院、神経研究所、精神保健研究所、トランス
レーショナル・メディカルセンター、メディカル・ゲノムセンター、脳病態
統合イメージングセンター、認知行動療法センター及び事務部門等の
800人を超える常勤職員のほかレジデントやリサーチフェローなどを統
率して、精神・神経疾患等の分野における臨床、研究や人材育成など
の面で成果を継続して生み出すための高いマネジメント能力やリー
ダーシップ、研究分野に関する高度な専門性に加え、法人のトップとし
て職員や国民からも信頼を得られる人物が求められている。

一方で、そのような条件を満たす人材を登用するには、同様の高度な
専門分野における他機関と同程度の待遇をする必要がある。当法人と
同じく国立研究開発法人であり、高度な研究開発を主要な業務とする
国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの長の報酬は、
2,000万円を超えている。

こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、当法人の報酬
水準は妥当なものと認められる。

また、当法人の令和５年度業務実績評価については、総合評定B評
価であり、この点を踏まえても報酬水準は妥当と考えられる。

国立精神・神経医療研究センターは、精神・神経疾患等に係る医療
並びに精神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの
業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、
国の医療政策として、精神・神経疾患等に関する高度かつ専門的な
医療及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に
寄与することを目的として設立された法人である。

当法人の理事は、理事長と共に我が国の精神・神経疾患等に係る
研究、医療水準の向上を目指して、病院、神経研究所、精神保健研
究所、トランスレーショナル・メディカルセンター、メディカル・ゲノムセ
ンター、脳病態統合イメージングセンター、認知行動療法センター及
び事務部門等の800人を超える常勤職員のほかレジデントやリサーチ
フェローなどを統率して、精神・神経疾患等の分野における臨床、研
究や人材育成などの面で成果を継続して生み出すための高いマネ
ジメント能力やリーダーシップ、医療または研究分野に関する高度な
専門性に加え、職員や国民からも信頼を得られる人物が求められて
いる。

一方で、そのような条件を満たす人材を登用するには、同様の高度
な専門分野における他機関と同程度の待遇をする必要がある。当法
人と同じく国立研究開発法人であり、高度な研究開発を主要な業務と
する国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの理事の報
酬は、1,800万円を超えている。

こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、当法人の報
酬水準は妥当なものと認められる。

また、当法人の令和５年度業務実績評価については、総合評定Ｂ
評価であり、この点を踏まえても報酬水準は妥当と考えられる。



　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

国立精神・神経医療研究センターは、精神・神経疾患等に係る医療
並びに精神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの
業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、
国の医療政策として、精神・神経疾患等に関する高度かつ専門的な
医療及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に
寄与することを目的として設立された法人である。

当法人の理事は、理事長と共に我が国の精神・神経疾患等に係る
研究、医療水準の向上を目指して、病院、神経研究所、精神保健研
究所、トランスレーショナル・メディカルセンター、メディカル・ゲノムセン
ター、脳病態統合イメージングセンター、認知行動療法センター及び
事務部門等の800人を超える常勤職員のほかレジデントやリサーチ
フェローなどを統率して、精神・神経疾患等の分野における臨床、研
究や人材育成などの面で成果を継続して生み出すための高いマネジ
メント能力やリーダーシップ、医療または研究分野のみならず、経営・
コンプライアンス等組織管理に関する高度な専門性に加え、職員や国
民からも信頼を得られる人物が求められている。

一方で、そのような条件を満たす人材を登用するには、同様の高度
な専門分野における他機関と同程度の待遇をする必要がある。当法
人では、非常勤理事の報酬を同様の高度な研究開発を主要な業務と
する国内研究機関5法人（広報資料や個別聞き取り調査等で入手でき
た他ＮＣ法人）の非常勤理事の平均報酬（日額60千円）及び職務内容
の特性等と比較考慮した上で決定されており、その報酬水準は妥当な
ものと認められる。

また、当法人の令和5年度業務実績評価については、総合評定B評
価であり、この点を踏まえても報酬水準は妥当と考えられる。

国立精神・神経医療研究センターは、精神・神経疾患等に係る医療
並びに精神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業
務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国
の医療政策として、精神・神経疾患等に関する高度かつ専門的な医療
及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与す
ることを目的として設立された法人である。

当法人の監事は、これらの目的を達成するための適正な組織運営が
なされているか業務及び財産の状況を調査し、また監事を除く役員の
不正な行為、または独立行政法人通則法、個別法若しくは他の法令に
違反する事実があると認めるとき等は、遅滞なく、その旨を法人の長に
報告するとともに、主務大臣に報告しなければならない義務を負ってお
り、当法人が行う事務及び事業に関して高度な知識及び経験を有する、
または適正かつ効率的に運営することができる者が求められている。

一方で、そのような条件を満たす人材を登用するには、同様の高度な
専門分野における他機関と同程度の待遇をする必要がある。当法人で
は、非常勤監事の報酬を同様の高度な研究開発を主要な業務とする国
内研究機関5法人（広報資料や個別聞き取り調査等で入手できた他Ｎ
Ｃ法人）の非常勤監事の平均報酬（日額60千円）及び職務内容の特性
等と比較考慮した上で決定されており、その報酬水準は妥当なものと認
められる。

また、当法人の令和5年度の業務実績評価については、総合評定B評
価であり、この点を踏まえても報酬水準は妥当と考えられる。

当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員の
報酬額と比較しても妥当な水準であると考える。また、役員の職務内
容の特性や令和５年度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報酬水
準であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

法人の長

法人の長

理事

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人での在職期間

判断理由

理事

監事

監事

該当者なし

該当者なし

当法人の業績年俸においては、前年度の生労働大臣の業績評価を踏まえ、業績評
価の額に100分の80以上100分の120以内の範囲内で理事長が定める割合を乗じて
得た額を含ませており、今後も継続することとしている。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

国立精神・神経医療研究センター職員の給与水準は、人事院勧告を踏まえ、類似し
た事業を実施している他ＮＣの職種別給与支給額を参考にした。

○国立研究開発法人国立がん研究センター及び国立研究開発法人国立国際医療
研究セ ンターは、当法人と同様に研究開発と医療提供を実施していることから参考に
した。

○国家公務員･･･令和6年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一） の平均
給与月額は405,378円となっており、全職種の平均給与月額は414,801円となっている。

当法人においては、中央省庁等改革基本法第38条第1項第6号の規定等に
基づき、平成22年度より職員の業績を給与に反映している。

・賞与：業績年俸
基本年俸表適用職員について、前年度の業務の実績を考慮の上80/100  

から120/100の範囲内で定める割合を前年度の業績年俸に乗じた額を支
給

・賞与：業績手当（業績反映部分）

常勤職員（基本年俸表適用職員を除く）について、業績に応じて定める割

合を算定基礎額に乗じた額を支給
・賞与：業績手当（年度末賞与）

理事長が定める基準に基づく当該年度の医業収支が特に良好な場合に
職員の業績に応じた割合を、総長が定める額に乗じて支給

・基本給：昇給
常勤職員（任期付職員基本年俸表適用職員及び院長等基本年俸表適

用職員を除く）の勤務成績に応じて、5段階の昇給を行う。

給与制度の内容

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター職員給与規程に則り、基本

給、年俸及び諸手当（扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、地域手当、

役職手当、特殊勤務手当、附加職務手当、超過勤務手当等、宿日直等手当、役職

職員特別勤務手当、業績手当（業績年俸）、医師手当、研究員調整手当、専門看護

手当、支援団体業務手当） としている。
業績手当のうち基礎的支給部分については、基礎的支給部分基準額（基本給＋

扶養手当＋地域手当＋研究員調整手当＋役職加算額＋役付加算額） に6月に支
給する場合においては100分の122.5（役職手当の支給を受けている職員にあっては
100分の102.5）、12月に支給する場合においては100分の137.5（役職手当の支給を
受けている職員にあっては100分の117.5）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期
間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額を支給する。

業績手当のうち業績反映部分については、業績反映部分基準額（基本給＋地域
手当＋研究員調整手当＋役職加算額＋役付加算額） に理事長の定める基準に
従って理事長が職員の業績に応じて定めた額を支給する。

業績年俸については、業績年俸の額（基本年俸額×100分の80から100分の120ま

での範囲内で理事長の定める基準により理事長がその者に所属する職員の業績に

応じて定める割合）＋扶養手当加算額＋地域手当に基準日以前6箇月以内の期間

におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額を支給する。

○令和7年1月1日付けで規程の改正を行い、基本給を引き上げた。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

479 42.2 6,176 4,609 71 1,567
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 44.1 6,811 5,034 129 1,777
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 44.8 12,390 9,589 92 2,801
人 歳 千円 千円 千円 千円

296 41.8 5,877 4,375 53 1,502
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

102 41 5,873 4,363 94 1,510
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 42.9 6,036 4,474 95 1,562
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 49.2 5,083 3,804 87 1,279
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 45.5 5,236 3,926 126 1,310

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：「技能職種（看護補助者等）」については該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報

が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、職員全体の数値からも除外している。

常勤職員

令和６年度の年間給与額（平均）

総額 うち賞与区分

注７：上記の「療養介護職種」は、療養介助員として従事する職員である。

注４：上記の「技能職種（看護補助者等）」は、調理師及び看護助手として従事する職員である。

注５：上記の「医療職種（医療技術職）」は、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師等として従事する職員である。

注６：上記の「福祉職（児童指導員等）」は、児童指導員、保育士、医療社会事業専門員として従事する職員である。

注８：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

事務・技術

医療職種
（病院医師）

医療職種
（医療技術職）

福祉職種
（児童指導員等）

診療情報管理職種

医療職種
（病院看護師）

うち所定内

技能職種
（看護補助者等）

人員

療養介助職種

平均年齢

注３：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。



人 歳 千円 千円 千円 千円

6 53.3 6,073 4,430 90 1,643
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 53.3 6,073 4,430 90 1,643
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

注１：「研究職種」「医療職種（病院医師）」「医療職種（医療技術職）」及び「福祉職種医（児童指導員等）」については該当者が

1人または2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、職員全体の数値から

も除外している。

　①　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

69 53.7 14,017 10,608 101 3,409
人 歳 千円 千円 千円 千円

42 53.3 15,268 11,693 107 3,575
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 54.5 12,071 8,920 93 3,151
注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 47.4 9,104 6,882 100 2,222
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 47.4 9,104 6,882 100 2,222
注：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注２：副所長等（副所長・部長・室長）」については該当者が2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある

ことから、区分以外は記載せず、職員全体の数値からも除外している。

・「在外職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、欄を記載していない。

うち賞与

任期付職員（年俸制）

副所長等
（副所長・部長・室長）

研究職種

・令和6年度を通じて在職し、かつ、令和7年4月1日に在職する職員（休暇等により給与が減額された者を除く）の
状況である。

副院長等
（副院長・部長・医長）

副所長等
（副所長・部長・室長）

うち所定内区分

常勤職員（年俸制）

区分 人員
令和６年度の年間給与額（平均）

総額 うち賞与

研究職種

人員
令和６年度の年間給与額（平均）

総額
平均年齢

平均年齢 うち所定内

医療職種
（医療技術職）

任期付職員

事務・技術

福祉職種
（児童指導員等）

注４：上記の「福祉職（児童指導員等）」は、児童指導員、保育士、医療社会事業専門員として従事する職員である。

医療職種
（病院医師）

注２：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注３：上記の「医療職種（医療技術職）」は、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師等として従事する職員である。



②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2: 該当者が４人以下の年齢階層については第１・第３四分位の折れ線を表示していない。

注3: 「20-23歳」の層は、該当なし。

注4:「24-27歳」「28-31歳」「36-39歳」「40-43歳」の層は、該当者が２人以下であるため、当該個人に関する情報が特定され

　　　るおそれがあることから、年間給与については表示していない。

注１: 該当者が４人以下の年齢階層については第１・第３四分位の折れ線を表示していない。

注2: 「20-23歳」、「24-27歳」、「28-31歳」、「32-35歳」、「36-39歳」、「40-43歳」の層は、該当なし。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕
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注１: 該当者が４人以下の年齢階層については第１・第３四分位の折れ線を表示していない。

注2: 「20-23歳」、「24-27歳」、「28-31歳」の層は、該当なし。

注１:「20-23歳」の層は、該当者が２人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれが

　　　あることから、年間給与については表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　　　代表的職位

1 - -

6 52.8 9,142

1 - -

6 40.7 6,094

11 40.0 5,084
注１：「地方部長」、「地方課長補佐」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する

　　　情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

（研究職員）

平均
人 歳 千円

　　　代表的職位

　　　・地方研究部長 22 55.2 12,657

　　　・地方研究課長 6 54.3 9,642

（病院職員（病院医師）)

平均
人 歳 千円

　　　代表的職位

　　　・副院長 1 - -

　　　・診療部長 9 55.6 16,614

　　　・診療科長 30 52.9 14,826

　　　・医師 20 44.8 12,299
注１：「副院長」については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　　あることから、人数以外は記載していない。

（病院職員（病院看護師）)

平均
人 歳 千円

　　　代表的職位

　　　・総看護師長 1 - -

　　　・副総看護師長 2 - -

　　　・室長 1 - -

　　　・看護師長 16 51.8 7,975

　　　・副看護師長 27 43.5 6,340

　　　・看護師 249 40.8 5,575
注１：「総看護師長」「副総看護師長」「室長」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定される

　　　おそれのあることから、人数以外は記載していない。

平均年齢

9,584～8,471

-

人員

　　　地方部長

　　　地方課長

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額

最高～最低

　　　地方課長補佐 -

　　　地方係長 7,070～5,532

　　　地方係員 5,833～3,904

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

14,058～10,562

10,572～8,982

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

-

17,792～15,258

17,007～13,551

13,733～10,777

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

-

-

-

8,537～7,139

7,220～5,220

7,358～4,431



④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

48.9 49.9 49.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 51.1 50.1 50.6

％ ％ ％

         最高～最低 56.7～47.2 55.3～46.0 55.9～46.6

％ ％ ％

58.8 58.2 58.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.2 41.8 41.5

％ ％ ％

         最高～最低 45.7～39.6 45.8～40.0 45.7～39.8

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～100.0 100.0～100.0 100.0～100.0

％ ％ ％

0 0 0.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0 0 0.0

％ ％ ％

         最高～最低 0 0 0

（医療職員（病院医師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

2 2.3 2.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 98 97.7 97.8

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～45.2 100.0～45.3 100.0～45.3

％ ％ ％

52.8 52.4 52.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.2 47.6 47.4

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～39.6 100.0～39.8 100.0～39.8

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51 52.7 51.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49 47.3 48.1

％ ％ ％

         最高～最低 56.7～47.1 51.8～45.9 52.3～46.5

％ ％ ％

58.7 58.7 58.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.3 41.3 41.3

％ ％ ％

         最高～最低 45.7～32.3 45.8～29.4 45.7～35.1

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

（法人の検証結果）

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　25.6%】
(国からの財政支出額　5,438,762千円､支出予算の総額　21,234,474千円:令和6年
度予算)
【累積欠損額　1,954,590千円(令和5年度決算)】
【管理職の割合　32.0%(常勤職員数25名中8名)】
【大卒以上の高学歴者の割合　68.0%(常勤職員数25名中17名)】
【支出総額に占める給与･報酬等支給総額の割合　28.1%】
(支出総額　21,280,235千円､給与･報酬等支給総額　5,972,266千円:令和5年度決
算)

　国家公務員より低い水準であり、適切な取り組みが行われているものと認められ
る。

（主務大臣の検証結果）
国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

項目 内容
・年齢勘案　　　　　　　　　    　93.3

・年齢・地域勘案　　　　　　　　93.7

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　92.9

・年齢・地域・学歴勘案　　　 　93.7

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　全ての指数において対国家公務員を下回っており、適正な給与水準と考える。

講ずる措置

　　令和7年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和6年度と
同等になることが見込まれるが,当法人の事業運営、民間医療機関の給与及び国家
公務員の給与等を総合的に考慮した上で、効率化できる部分については引き続き
削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保について引き続き検討を行っていく。



研究職員

（法人の検証結果）

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　111.7

・年齢・地域勘案　　　　　　　　108.4

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　114.4

・年齢・地域・学歴勘案　　　 　108.2

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　優秀な研究職員を確保するため、医師の資格を必要とする研究職員に対して医
師に準じた医師手当を支給している。
　また、調査対象の研究員のうち、管理職員に対して支給する役職手当の受給割合
が100.0％と、研究職俸給表を適用される国家公務員の特別調整額の受給割合
71.5％を上回っている。
　これらの理由から国に比べて給与水準が高くなっているものと考えられる。
　※国の平均支給割合等は、人事院公表資料である令和6年国家公務員給与等実
態調査の結果による各統計表から算出している。（以下、各職種も同様である）

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　25.6%】
(国からの財政支出額　5,438,762千円､支出予算の総額　21,234,474千円:令和6年
度予算)
【累積欠損額　1,954,590千円(令和5年度決算)】
【管理職の割合　100.0%(常勤職員数28名中28名)】
【大卒以上の高学歴者の割合　100.0%(常勤職員数28名中28名)】
【支出総額に占める給与･報酬等支給総額の割合　28.1%】
(支出総額　21,280,235千円､給与･報酬等支給総額　5,972,266千円:令和5年度決
算)

　給与水準が高いことが直ちに国からの財政支出額及び欠損金等を増加させることにつ
ながるものではないと考えているが、累積欠損金が生じている現状において、給与水準
が100を上回っている状況にあることから、国家公務員の給与水準を考慮する必要があ
ると考える。
研究職における管理職の割合は100.0％と、国の俸給の特別調整額対象者割合71.5％
（令和6年国家公務員給与等実態調査第9表から算出）を上回っているが、これは研究職
については一般研究職の新規採用者を厳しく抑制しているといった理由からである。
　また、大卒者以上の高学歴者の割合100.0％と、国99.1％と比較すると若干高くなって
おり、支出総額に占める給与、報酬支給額割合は28.1％となっている。
　なお、平成22年度の独立行政法人化時に、一般職員の基本給について、初任給は据
え置き、40歳代以上の給与水準を引き下げ、給与カーブを緩やかにし、基本給、業績手
当、退職手当等の削減を行うなど、独自の給与改革を行い、その一定の効果が生じてい
るところであり、適切な対応であると考えている。

（主務大臣の検証結果）
地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国民の皆様に
納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十分検討していただき
たい。

講ずる措置

　令和7年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和6年度と同
等になることが見込まれるが、国家公務員の研究職員の給与、民間機関の研究職
員の給与、当法人の研究職員確保の状況や確保できない場合に法人の事業運営
に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化できる部分については引き続き
削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保について検討を行い、令和7年度（令
和8年度公表）において対国家公務員指数が年齢・学歴勘案でも概ね100以下とな
るよう努力していく。



医療職種（病院医師）

（法人の検証結果）

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　  　101.0
・年齢・地域勘案　　　　　　　　116.6
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　101.0
・年齢・地域・学歴勘案　　　 　116.6

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　優秀な医師確保のため、国の初任給調整手当に相当する医師手当について、国
の支給水準よりも高い額を支給している(月額209,600～60,500円)、国の初任給調
整手当（5種）は月額185,500～34,400円）。
また、調査対象の医師のうち管理職員に対して支給する役職手当の受給割合が
66.0％と、医療職俸給表（一）を適用される国家公務員の特別調整額の受給割合
41.0％を上回っている。
　これらの理由から国に比べて給与水準が高くなっているものと考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　25.6%】
(国からの財政支出額　5,438,762千円､支出予算の総額　21,234,474千円:令和6年度予
算)
【累積欠損額　1,954,590千円(令和5年度決算)】
【管理職の割合　66.0%(常勤職員数60名中40名)】
【大卒以上の高学歴者の割合　100.0%(常勤職員数60名中60名)】
【支出総額に占める給与･報酬等支給総額の割合　28.1%】
(支出総額　21,280,235千円､給与･報酬等支給総額　5,972,266千円:令和5年度決算)

　給与水準が高いことが直ちに国からの財政支出額及び欠損金等を増加させることに
つながるものではないと考えているが、累積欠損金が生じている現状において、給与水
準が100を上回っている状況にあることから、国家公務員の給与水準を考慮する必要が
あると考える。
　病院医師における管理職の割合は66.0％と国の俸給の特別調整額対象者割合
40.8％を上回っているが、これは病院医師については診療体制に応じた適切な配置を
しているといった理由からである。
　また、民間医療法人の医師の賞与も含めた年間平均給与額は、14,984千円（令和5
年度実施第24回医療経済実態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を
確保するためには、競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水準と比較
し、この程度の給与水準とする必要がある。
支出総額に占める給与、報酬支給額割合については28.1％となっている。
　なお、平成22年度の独立行政法人化時に、一般職員の基本給について、初任給は
据え置き、40歳代以上の給与水準を引き下げ、給与カーブを緩やかにし、基本給、業
績手当、退職手当等の削減を行うなど、独自の給与改革を行い、その一定の効果が生
じているところであり、適切な対応であると考えている。　また、法人を運営する上で人
材確保は非常に重要であり、人材が確保できなかった場合の法人運営に与える影響も
考慮しながら、法人実績に応じた給与となるよう検討する。

（主務大臣の検証結果）
医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、病院経営上
においても、医業収益等の確保にかかる基本的かつ重要な事項であるため、医師
の給与水準については、特に配慮すべきと考えられる。
今後とも、医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り方につい
て、必要な検討を進めていただきたい。

講ずる措置

　令和7年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和6年度と同
等になることが見込まれるが、国家公務員の医師の給与、民間機関の医師の給与、
当法人の医師確保の状況や確保できない場合に法人の事業運営に与える影響等
を総合的に考慮したうえで、効率化できる部分については引き続き削減を進めるとと
もに、適切な給与水準の確保について検討を行い、令和6年度（令和7年度公表）ま
でに対国家公務員指数が年齢・地域・学歴勘案で概ね115以下となるよう努力して
いく。



医療職種（病院看護師）

（法人の検証結果）

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　98.6

・年齢・地域勘案　　　　　　　　95.0

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　98.9

・年齢・地域・学歴勘案　　　　95.3

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　全ての指数において対国家公務員を下回っており、適正な給与水準と考える。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　25.6%】
(国からの財政支出額　5,438,762千円､支出予算の総額　21,234,474千円:令和6年度予
算)
【累積欠損額　1,954,590千円(令和5年度決算)】
【管理職の割合　6.7%(常勤職員数296名中20名)】
【大卒以上の高学歴者の割合　41.5%(常勤職員数296名中123名)】
【支出総額に占める給与･報酬等支給総額の割合　28.1%】
(支出総額　21,280,235千円､給与･報酬等支給総額　5,972,266千円:令和5年度決算)

　国家公務員より低い水準であり、適切な取り組みが行われているものと認められ
る。

（主務大臣の検証結果）
国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

講ずる措置

　　令和7年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和6年度と
同等になることが見込まれるが,当法人の事業運営、民間医療機関の給与及び国家
公務員の給与等を総合的に考慮した上で、効率化できる部分については引き続き
削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保について引き続き検討を行っていく。



４　モデル給与

(扶養親族がいない場合）
22歳（大卒初任給） 月額　227,592円 年間給与 3,448,594円

35歳（本部課長補佐） 月額　403,216円 年間給与 6,456,906円

50歳（本部課長） 月額　541,720円 年間給与 8,784,445円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者・父母等　6,500　円、子１人につき　10,000　円）

　を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円

総人件費について参考となる事項
○人件費について
　・ベースアップ評価料の導入及び令和7年1月1日付けで基本給を引き上げたことにより、
前年度と比較し、給与、報酬等支給総額は、計98,787千円の増加となった。
○福利厚生費について
　・掛金率が上がったことに伴い、18,729千円の増加となった。

Ⅳ　その他

　国立精神・医療研究センターは、組織目標を効率的かつ効果的に達成するため、人事評価制
度を導入し、職員が業務で発揮した能力と実績を評価し、院長等基本年俸表適用職員以外の
年俸制職員については業績年俸と昇給に反映させている。なお、任期付職員基本年俸表適用
職員については、業績年俸にのみ反映させている。また、年俸制職員以外は業績手当と昇給に
反映させている。年俸制職員については、業績年俸は100分の80から100分の120の範囲内で反
映しており、昇給については6号俸昇給から昇給しない範囲内で反映している。年俸制職員以
外については、業績手当は100分の80から100分の144の範囲内で反映しており、昇給について
は６号俸昇給から昇給しない範囲内で反映している。
　今後も人事評価制度を継続的に行っていく。

区　　分

給与、報酬等支給総額
5,809,337 5,921,610 5,972,266 6,066,053

退職手当支給額
295,651 283,269 371,928 190,424

非常勤役職員等給与
1,776,389 1,762,596 1,728,190 1,846,103

福利厚生費
1,098,341 1,135,828 1,158,491 1,177,220

注：国立研究開発法人であるため中長期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載して
いる。

　特になし

最広義人件費
8,979,718 9,103,303 9,230,875 9,279,800


